
観光振興 と地域経済に関する一考察

山 本 充

は じ め に

北海道が観光立国を宣言してか ら10年以上 を経過 した。この間,バ ブル経済

の崩壊や北海道拓殖銀行の破綻 など北海道経済は現在非常 に厳 しい状況 にあ

る。 リゾー ト開発 に期待 をかけた過疎地域では,リ ゾー ト施設の閉鎖 による影

響 もあ り,地 域経済の再生が深刻な課題 となっている。

しかしなが ら,自治体 などの行政組織における観光に対する意識や考え方が,

10余年前 と大 きく変革 しているとは感 じられない。広大な土地に散在する観光

資源を渡 り歩 くバスや 自家用車を停めるための施設や利用者不在の観光施設の

建設など,地 域の雇用創出や経済の拡大再生産に資することがで きていない事

業が今 なお多 く見受けられる。

観光振興は,地 域経済活性化のための1つ の方策であ り,そ の目的は地域住

民の生活質の向上であるにも関わらず,観 光客の増加が目的化され,地 元で消

費されたお金は地域外企業により地域外へ流出し,富 の蓄積がままならず,生

活質の向上が図られないでいる。本稿 は,こ のような問題意識を観光振興政策

に反映させるため内発的発展論に基づいた観光振興の考え方について考察を行

う。
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ls過 疎と地域開発

北海道の過疎地域市町村数は,平 成11年4月1日 現在155市 町村であ り,道

内全市町村の73.1%を 占め,大 分県の77.6%に 次いで全国第2位 となっている。

平成7年 国勢調査人口による道内過疎地域の人口は1,024,892人 であ り,そ の

数は全国第1位 であるが,各 都道府県の総人口に対する比率では18%で 第9位

となっている。昭和35年 国調人口による同比率は42.4%(総 人口5,039,206人,

過疎地域人口2,136,306人)で あったが,そ の後 も減少 しつづけている。一方,

総人口は増加 し平成7年 には5,692,321人 となってお り,北 海道全体では人口

増加であったが,過 疎地域では人口流出が進んでいたのである。

図1に は,北 海道の人口分布のロー レンツ曲線を示 した。この図からも明 ら

かなように,道 内の人口分布は不均等度を増 してお り,札 幌市を中心市とする

札幌大都市圏への人口集中が窺われる。大都市への人口集中は,経 済 ・文化 ・

政治などの機能の集中と地方(特 に郡部)に おける過疎化 を反映 してお り,労

働力の流出 と高齢化が地方の産業基盤 を動揺 し,地 域経済全体を衰退させるこ

loose
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ととなっている。 このため,地 方においては地域経済の再生 と人口流出を抑制

するために新たな産業基盤を構築することが緊要かつ急務 となっている。

この ような状況下で,1980年 代中ごろからリゾー ト開発が注 目され,1987年

のリゾー ト法(総 合保養地域整備法)の 成立により全国的にリゾー ト開発計画

が林立 した。 この地方のリゾー ト開発への期待 について東徹1)は,「 リゾー ト

産業は,経 済のソフ ト化 ・サービス化の潮流に合致 し,有 望な余暇市場の見通

しか ら,多 くの企業が参入を狙 っており,政 策的にも推進する動 きがみられた

ことに加え,何 よりも自然環境 など地域の優位性が発揮 し得ることか ら,企 業

誘致の可能性が大 きいと考えられたからである。」 とし,「 リゾー ト開発は,楽

観的な見方 をすれば,過 疎をむしろ逆手にとり,地 域の優位性 としてこれを生

かすことができる産業であ り,し か も,雇 用のみならず,農 業,商 工業など地

域産業への波及 も期待 されることか ら,新 たな地域の産業基盤を形成するとい

う意味で絶好の機会 ともいえるが,悲 観的にみれば,過 疎化が進むなかで,農

林水産業の不振 と先行き不安,重 厚長大型産業の構造不況,人 口減少に伴 う第

三次産業の不振などによって地域 の産業基盤が衰退してゆくなかで,地 域に残

された数少ない選択肢であり,地 域振興のための最後の頼みの綱 としてリゾー

ト開発 に活路 を求めた。」 としている。 さらに東 は,リ ゾー ト法お よび四全総

のもと全国的規模でリゾー ト開発が顕在化 した背景には,「多 くの地域の政治,

行政のなかに,中 央の政策依存,外 来型開発への依存体質 とともに,そ れら政

策に乗 り遅れまいとする思考パターンが定着 していたこと」2)が あるとも指摘

し,選 択肢が少ない地域では当然の成 り行きとしている。 このような中央の政

策依存,外 来型開発への依存体質が,未 だ地方に根強 く残っている感は否めな

い。諸機能の首都圏への集中を緩和 し,地 方へ権限を委譲する動 きは見 られる

ものの,そ の動 きは緩慢であ り,人 ロ流出,産 業基盤の脆弱化,財 政力の低下

がみ られる過疎地域では地域経済の活性化は最重要課題であり,こ のような体

1)リ ゾー ト・環境問題研究会編 『観光立国か らの問題提起』青山社,1993年,17頁

参照。

2)同 上 。
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質を改善することが困難な状況にある。

山崎充3)は,地 域産業政策の定石 として 「まず進むべ き基本的な方向(目 標)

を設定 し,こ れを実現すべき政策手段 の基本 として産業の面で,① 進出企業の

活発 な生産活動の促進,② 地場産業の活性化,③ 新産業の創出の三つを考え,

これがスムーズに進展するように工業高度化基盤の整備を行ってい く。」とし,

地場企業の活性化や新産業の創出による地域経済の産業構造の高度化が望 まし

いとしなが らも,そ れだけでは力不足 として企業誘致 も加える必要があるとし

ている。

一方 ,企 業誘致すなわち外来型開発(exogenousdevelopment)に よる地

域開発には次のような欠陥が指摘 されている4)。

(i)誘 致 ・進出 した企業の経営方針 は,企 業系列の利益を優先 し,系 列内取

引となり地元産業 ・企業との産業連関を構成 しに くい。

(li)誘 致 ・進出 した企業の利益 は本社のある大都市 など当該地域外 に流出

し,地 域経済の拡大再生産にまわ らない。

(tii)外来型開発の多 くは環境破壊型であ り,地 元企業ではないため地域環

境 ・雇用等 において社会的責任 を持つ度合いが低いため,地 域の持続的な

発展を阻害する危険性が大 きい。

㈹ 地方 自治体 は産業基盤を整備することはで きても,進 出や撤退,操 業等

の意思決定は民問企業であるため,地 域の意思で計画的な経済振興を行 う

ことが困難。

このような欠陥を克服する開発論 として,後 述する宮本憲一5)や 鶴見和子6)

が提唱す る内発的発展論7)が ある。内発的発展は,上 述 した山崎の地域産業

政策の定石の② と③ を基本とするもので,既 存の地場産業 ・企業を時代 に合わ

3)山 崎充 『地域経済活性化の道』有斐閣,1984年,198頁 参照。

4)宮 本憲一 ・横 田茂 ・中村剛治郎編 『地域経済学』有斐閣,1990年,336-337頁 参 照。

5)宮 本憲一 『環境経済学』岩波書店,1989年,273-311頁 参照。

6)鶴 見和子 ・川田侃編 『内発的発展論』東京大学 出版会,1989年 。

7)山 崎充は 「内発的な地域経済振興」 とい う表現 を前掲書3で 使用 している。
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せて再設計 し,育 成 ・振興を図 り,不 足する分野や経済力を補 うため異業種交

流や技術 ・知識の融合により新産業の創 出 ・育成を図るものであ り,企 業誘致

はあ くまで内発的発展(endogenousdevelopment)を 補完するものとした位

置付けの考え方である。地域資源を活用 し,地 域の主体性 と自律性のもと共同

性 を拡大するものである8)。

これまでの地域振興策は,こ のような考え方 とは逆または外来型開発 と内発

的発展を同等に進めるものであ り,と りわけバブル期に代表 される北海道の観

光リゾー ト開発は,ゴ ルフ場 ・スキー場 ・ホテルの3点 セットによる外来型開

発の典型であった。 また,観 光計画策定もデベロッパーやシンクタンクに依存

した地元不在 ・利用者不在 ・没個性的なもの となっていた9)。 さらに,集 客 に

ついても多 くが旅行会社 のパ ッケージ ・ツアーに依存 した団体旅行誘致型の集

客であった。このような集客に依存 していると,旅 行会社の設定する低価格の

旅行費用のため,地 域で も低料金のサービス提供を余儀なくされ,よ り多 くの

観光客を誘致せざるを得なくなっている10)。

2、 内発的発展論

地域経済の振興は,富 の流出を抑止 し,流 入の増大を図 り,地 域の所得水準

を高めること,所 得分配の公平性の保持,雇 用機会の拡大,お よび環境 と資源

の保全を図ることが重要な課題である。特 に,高 齢化 した過疎地域では後継者

や若者の地域内での雇用 ・就業方策が,地 域社会の存続のために重要な経済政

策課題 となっている。ここで重要なことは,経 済政策の目標は所得水準の向上

8)保 母武彦,前 掲書4,338頁 参 照。

9)吉 岡秀輝,前 掲書1,225-226頁 参 照。

10)北 海 道経済部 『平成11年 度観光客動態調査報告書』 によると,一 人あた りの観光

消費額 は団体旅行客が最 も少な くなってお り,金 額 も減少 している。
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だけではな く,総 合的な地域住民の 「生活の質」の向上にあることである11)。

このような目標を実現するためには,外 来型開発では前述 したような欠陥を

持つため非常に困難であ り,そ の代替的な方法 として内発的発展論がある。宮

本憲一によれば内発的発展論 とは,「 地域の企業 ・組合などの団体や個人が自

発的な学習により計画をたて,自 主的な技術開発をもとにして,地 域の環境 を

保全 しつつ資源を合理的に利用 し,そ の文化に根ざした経済発展 をしなが ら,

地方自治体の手で住民福祉を向上 させてい くような地域開発」 と定義されてい

る。さらに宮本は,内 発的発展は 「外来の資本や技術 を全 く拒否するものでは

ない。地域の企業 ・労組 ・協同組合 などの組織 ・個人 ・自治体を主体 とし,そ

の自主的な決定と努力の上であれば,先 進地域の資本や技術を補完的に導入す

ることを拒否するものではない。」12)と し,以 下の4つ の内発 的発展の原則

を示 している。

① 地域開発が大企業や政府の事業としてでなく,地 元の技術 ・産業 ・文化

を土台にして,地 域内の市場を主な対象 として地域の住民が学習 し計画 し

経営するものであること。

② 環境保全の枠の中で開発を考え,自 然の保全や美 しい街並みをつ くると

いうアメニティーを中心の 目的とし,福 祉や文化が向上するように総合 さ

れ,な によ りも地元住民の人権の確立を求める総合 目的をもつこと。

③ 産業開発を特定業種 に限定せず複雑な産業部門にわたるように して,付

加価値があらゆる段階で地元に帰属するような地域産業連関を図ること。

④ 住民参加の制度をつ くり,自 治体が住民の意志を体 して,そ の計画にの

るように資本や土地利用を規制 しうる自治権をもつ こと。

このような内発的発展の先進例 として,宮 本は北海道の池田町,小 樽市の小

11)宮 本 憲一は,「 生活の質」は少な くとも(1)所得 水準,(2)住 宅 や生活環境施設 など

社会資本の一人当たりの利用可能性,(3)環 境 の一人当た りの賦存度,(4)余 暇 時間,

(5)年金 その他医療 ・介護の給付の可能性で表される老後の安全性の相乗によって

表現 されるものでなければならない としている。前掲書5,274-275頁 参照。

12)前 掲 書5,294頁 参照。
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樽運河保存運動13),大 分県の湯布院町などを挙げている。保母武彦14)は,「 平

和であること,大 企業に対する規制,分 権 と地方自治の確立は,内 発的発展の

ための3つ の条件である。」 として内発的発展 をめぐる外的な基礎条件 を示 し

ている。

上記の① と③に関係する動 きが,北 海道における産業クラスターの考え方で

あろう。北海道における産業 クラスター構想は,北 海道電力など道内大企業か

ら発生 した ものではあるが,そ の考え方の基本的姿勢は内発的発展の考え方に

共通する部分があると考えられ,大 企業の力を補完的に利用する内発的発展論

に沿った産業クラスターの形成が望 まれる。

ここで上記④の住民参加 については注意が必要である。なぜなら,現 状にお

いても多 くの場面で形式的な住民参加の形態がとられているか らである。それ

は町内会の役員による住民参加の形態である。それは,非 常に狭い地区の地権

者や 自営業者であったり,古 くか らその土地に住んでいる者であった りするこ

とが非常に多 く,ま た高齢者であることも多い。このような町内会役員を住民

代表 と見なす ことが行政組織では一般化 している。ほとんどの場合,町 内会の

会長 をはじめとする役員は,選 挙などの民主的な方法で選ばれた住民の代表で

はないため,町 内会が地域住民の意見を取 りまとめることは非常に困難であ り,

実質的な住民参加とはなり得ず,十 分な住民 との合意形成がなされないまま公

共事業が行われるため,多 くの摩擦 ・対立を生んでいる。しか し,町 内会組織

が不要であるわけではなく,各 種の行政情報を個々の世帯に伝達するには町内

会が有効である15)。この逆を行 うため町内会 を利用する方法が間違 っている

のである。現状の町内会組織 は,情 報 を個々の世帯に伝達するために活用 し,

13)宮 本 は,小 樽運河保存運動は親水権 による内発的発展の事例 としてお り,「街を

つ くるのは政財界人ではな く,市 民であるということを一般にわか らせたとい う

点では,小 樽運河保存運動は歴史に残る」 と評価 している。

14)保 母武彦,前 掲書4,339-340頁 参照。

15)筆 者が英国のグランドワークに関するヒアリングをバーミンガム大学の方に行っ

た際に,日 本の町内会について尋ねたところ,「行政の末端組織 と認識 している。」

との答 えが返って きたのは,こ のことを認識されていた。
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住民参加の方法は別の形態を採 らなければならないことを自治体は強 く認識す

べ きである。

3.地 域の産業立地特性

一 北海道後志支庁管内を例として一

内発的発展 による地域開発政策を展開するには,地 域の産業特性 を把握する

必要がある。そこで,地 域の経済活動を地域の経済的基盤を支えている活動 と,

そのような活動 に奉仕する活動 とに区分 し,両 者が どのような産業部門で顕著

であ り,か つその活動量はどの程度であるかを計測することによって,地 域の

経済活動の特徴を把握する方法である地域経済基盤 ・非基盤分析(BN分 析)

を適用する。

特定の地域の経済活動は,

① その地域 における自己消費分 を除いた余剰分をその地域外に移出する活

動

② その地域における自己消費分 としてその地域の内部需要のための活動

③ その地域における自己消費分に対 して対応で きず,地 域外から移入する

活動

に区別することができる。このうち,① は地域外か ら所得 をもたらすことによ

り地域の存立,発 展 を支えるが,② は地域の内部で所得の出と入を生 じさせる

だけであ り,ま た③ は① とは逆に地域外 に所得 を流出させ るもので,い ずれも

その地域の存立 ・発展を直接可能にするわけではない。 この意味で,① は基盤

活動,② と③ とは非基盤活動と呼ばれる。

平成7年 国勢調査結果の産業大分類別就業者データに基づき,北 海道を全地

域 として設定 し各市町村の特化係数および専門化係数を算出し,産 業の立地特

性を検出する。就業者データを利用することは,人 的資源か ら見た地域の産業

特性を把握することになる。

特化係数か らは,後 志管内の各市町村が道内全体か ら見た産業立地特性を概
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観で きる。専門化係数の値は大きいほど特定産業の偏在が示唆され,特 化係数

は1よ り大きい場合 において特定産業の特化を観察できる。

(1)専 門化係数

特定産業への偏在傾向が強いところは,仁 木町,真 狩村,留 寿都村である。

逆に専門化係数が小 さい ところは小樽市,余 市町,岩 内町であ り都市的特徴

の強いところである。

専 門 化 係 数

口2未 満(3)
願2か ら4未満(4)躍
4か ら6未満(10)
■6以 上(3)

図2専 門化係数

(2)特 化係数

特化係数の算出結果より後志管内の各市町村別の産業立地特性 を示 したの

が表1で ある。これらは,各 産業別に立地傾向を示 しているため,全 道平均

よりも上回っているからといって必ず しも,地 域の主要産業であるとは限ら

ない。そこで,BN分 析 を適用 し地域基盤産業を検出する。各市町村におい

て外部から所得をもた らす と考えられる基盤経済活動量を推定し,主 要産業

の組み合わせを検出することで後志管内各市町村の経済基盤 となっている産

業を検出する。
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表1特 化係数による各市町村の産業立地特性

市町村 特 化 し て い る 産 業

小 樽 市 製造業,運 輸 ・通信業,金 融 ・保険業,卸 売 ・小売業 ・飲食店,電 ガ熱水,サ ー ビス業

島 松 村 漁業,林 業,鉱 業,公 務,建 設業,農 業,製 造業

寿 都 村 漁業,鉱 業,製 造業,公 務,建 設業,

黒松内町 林業,農 業,建 設業,サ ービス業

蘭 越 町 農業,林 業,鉱 業,建 設業,サ ー ビス業

ニセコ町 農業,サ ー ビス業,林 業,鉱 業

真 狩 村 農業,公 務

留寿都村 農業,サ ー ビス業

喜茂別町 農業,林 業,鉱 業,公 務,サ ービス業

京 極 町
.

農業,鉱 業,林 業,製 造業,建 設業

倶知安町 公務,農 業,電 ガ熱水,林 業,サ ー ビス業

共 和 町 電ガ熱水,農 業

岩 内 町 建設業,漁 業,製 造業

泊 村 電ガ熱水,漁 業,鉱 業,建 設業,公 務,サ ー ビス業

神恵内村 漁業,建 設 業,電 ガ熱水,公 務

積 丹 町 漁業,公 務,建 設業,農 業

古 平 町 漁業,製 造 業,鉱 業,建 設業

仁 木 町 農業

余 市 町 農業,漁 業,製 造業,電 ガ熱水

赤井川村 農業,林 業,サ ー ビス業,公 務,建 設業

ー

ワ
臼

りδ

4

※

※

※

※

平成7年 国勢調査結 果よ り算出

特 化係数が5を 超 えた ものについ てはゴシ ック太字で記載。

電ガ熱水 は電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 の略。

左 か ら特化係数が大 きい産業順 に記載。
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図3基 盤活動就業者数
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図4基 盤就業率

(3)BN分 析 と主要産業の検出

図3は,特 化係数法により算出した各市町村の基盤活動就業者数を示す。

基盤活動量が大きいのは,小 樽市,倶 知安町,共 和町である。しか しなが ら,

各市町村の就業者全体に占める基盤活動の割合を示す基盤活動就業率は,図

4に 示す ように仁木町,留 寿都村,真 狩村で高 く,地 域の中心地的な機能を

持つと思われる小樽市や,倶 知安町,余 市町,岩 内町ではいずれも基盤活動

就業率が低い。つま り,都 市機能を持つ地域ほど就業者全体に占める基盤活

動量が小さくなる傾向が見 られる。

地域の主要 な基盤産業を,算 定した基盤活動就業者数に基づ き修正ウィー

バー法により検 出した結果を表2(太 字)に 示 した。

主要基盤産業が農業である地域は,蘭 越町,真 狩村,喜 茂別町,京 極町,

共和町,仁 木町,余 市町,赤 井川村である。またニセコ町と留寿都村では農

業,サ ービス業,倶 知安町では農業,公 務(支 庁等が立地するため),黒 松

内村では農業,建 設業,サ ービス業が主要基盤産業として検出された。一方,

沿岸部の市町村で漁業が主要基盤産業 となっているのは,島 牧村,積 丹町で

あ り,神 恵内村では漁業,建 設業,古 平町は漁業,製 造業,寿 都町は漁業,

製造業,建 設業が主要基盤産業 となっている。また,泊 村 は原子力発電所の

立地により建設業,電 気 ・ガス ・水道 ・熱供給業,漁 業が主要基盤産業 とな



224 商 学 討 究 第51巻 第4号

表2地 域の主要な基盤産業

市町村 基 盤 産 業

小 樽 市 卸売・小売業欲 食店 製造業 運輸・通信業 金融・保険業 サービス業 電ガ熱水

島 松 村 漁業 建設業 公務 林業 農業 製造業 鉱業

寿 都 村 漁業 製造業 建設業 公務 鉱業

黒松内町 農業 建設業 サ ービス業 林業

蘭 越 町 農業 建設業 林業 サー ビス業 鉱業

ニセ コ町 農業 サー ビス業 林業 鉱業

真 狩 村 農業 公務

留寿都村 農業 サービス業

喜茂別町 農業 林業 公務 鉱業 サービス業

京 極 町 農業 製造業 建設業 林業 鉱業

倶知安町 公務 農業 サー ビス業 電ガ熱水 林業

共 和 町 農業 電ガ水熱

岩 内 町 建設業 製造業 漁業

泊 村 建設業 電ガ水熱 漁業 鉱業

神恵内村 漁業 建設業 公務 電ガ熱水

積 丹 町 漁業 建設業 公務 農業

古 平 町 製造業 漁業 建設業 鉱業

仁 木 町 農業

余 市 町 農業 漁業 製造業 電ガ熱水

赤井川村 農業 サー ビス業 林業 公務 建設業

注)1.基 盤i産業は,従 業地に よる産業大分類別就業者数(1995年)に 基づ き,特 化係数法 により推計。

2.基 盤産業の名称 は,そ の就 業者数の大 きい ほうか ら順 に記載。

(電ガ水 熱:電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業)

3.太 字 は,主 要な基盤産業(修 正 ウ ィーバー法 によ り決定)を あ らわす。

り,岩 内町は建設業,製 造業,小 樽市は卸売 ・小売業 ・飲食店,製 造業,運

輸 ・通信業が主要基盤産業である。以上の後志管内の市町村を基盤産業が農
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業 と漁業,及 びその他の産業を主体とするように分類 したのが図5で ある。

主要基盤産業

■その他の産業(2)
麗漁業と他の産業(4)

図5後 志管内の主要基盤産業

以上の分析 より,小 樽市 と岩内町を除いた管内の町村 は農業あるいは漁業

を基盤産業 としてもつことが分か り,内 発的発展による地域振興 を考える場

合 に,基 盤産業である第一次産業 とその加工品の有効利用を図ることが地域

の経済基盤を充実する上で一つの要因であるといえる。

観光振興による地域経済の活性化 を図る場合,観 光消費はそのときの気候

や景気等に左右 されやすいため,基 盤産業が観光消費に依存する度合いをあ

まり高 くすることは危険である。表3は 北海道通産局による道外観光客の減

少 による観光消費の減少が道内各産業 に及ぼす影響を産業連関分析により推

計 したものである。これからも明 らかなように,観 光産業は産業クラスター

的なものであ り,各 産業間が連携することで地域 に所得を発生させるが,一

方ではマイナスの影響が地域産業全般 に及ぶ という危険性 も同時に孕んでい

るのである。
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表3道 外観光客の現象が道内各産業に及ぼすマイナス生産波及効果

(単位:億 円,%)

産 業
マ イ ナ ス 生 産 波 及 効 果

産業全体への影響 構成比 道内総生産への影響 構成比

農 林 水 産 業 ▲3ユ.5 5 ▲17.6 4.8

鉱 業 ▲2.5 0.4 ▲1.2 0.3

製 造 業 ▲132.4 21.1 ▲46.0 12.9

建 設 業 ▲4.4 0.7 ▲2.ユ 0.6

電 力 ・ガス ・水道業 ▲16.5 2.6 ▲9.7 2.7

商 業 ▲63.0 10 ▲45.4 12.8

金 融 ・不 動 産 業 ▲49.1 7.8 ▲38.8 10.9

運 輸 ・ 通 信 業 ▲84.8 13.5 ▲54.3 15.3

公 務 ▲0.6 0.1 ▲0.5 0.1

サ ー ビ ス 業 ▲238.9 38 ▲138.5 38.9

そ の 他 ▲4.8 0.8 ▲1.9 0.5

合 計 ▲628.5 100 ▲356.0 100

(注)四 捨五入のため内訳の合計は必ずしも一致しない。

出典:北 海道通産局統計解析課

広域的な観光ネットワークでは,一 般に観光客に対する情報提供に偏 りが

ちであるが,観 光消費変動に対する地域産業への情報提供 という側面も危機

管理を含めた意味で重要 と考えられる。

図6は,地 域における産業と地域内消費,地 域外消費および観光消費との

間の財貨 ・サービスの流れを模式的に示 したものである。地域内とは,単 一

の自治体 もしくは周辺の自治体と一体化 したものと捉えてもよい。いずれに

しても,地 域にとって重要であるのは,地 域外からの貨幣の流れであ り,地

域に所得 を発生 させる経済取引である。地域内の取引は,地 域内部における

所得分配機能を担 うので地域内の産業連関が これを規定する。この機能は重

要である。基盤経済活動を支えるのが非基盤経済活動であるが,本 来,地 元
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企業によ り担 うことが可能な活動が地域外企業 により行 われている面 も多

い。たとえば,事 業所 におけるコンピュータやOA機 器のメンテナ ンスや

広報活動を地域外企業 に依存 している地域外へのアウ トソーシングがある

が,こ うした非基盤活動は小企業でも十分可能であり,そ の起業を支援する

ことは若者の雇用創出の機会 ともなり得る。

また,観 光 も含めた地域外 との取引は地域 における所得創出機能を担う。

この地域内外の産業連関が機能 しない と,過 疎地域等では富の流出が大 きく

な り地域の経済バランスが不安定となる。

前述 したように地域内とは,単 一の自治体 もしくは周辺の自治体と一体化

したもの と捉 えて もよい。それは,図6の ようなシステムが単一の自治体だ

地域内

地域内消費

(自家消費)

∠ 」L

一

＼ノ 《

'地 域外消費
一

∠L

7
＼ノ

のへ'2虐 一 一 弊 一 譲 蘇 顯一 … 門 一一 ・継 業'
ぞ'恒 蚤㌶ 帰 寺'

第1次 産業

(農業,漁 業)

'ギ

「「 原材料→
く剛 』鰐響二囲 警

∵覇

第2次産業

(食品加工業など)
一 製品Lレ

"鯛 胴}

第3次 産業

(商業,サ ービス業)

愈 ＼1.、 即
濾 全・/幸;1

ノ¢'壕 1
。"

紳1∠=
___」

I

l一 口 騨 鵜 輸 口 宿泊・飲食・物販

介1._

(観 光客)皇 具　

ぐ 貨幣

図6地 域の基盤産業と財貨 ・サービスの流れ
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けで完結するよりも行政境界 を越えた連携により地域の経済基盤を確固たる

ものとできるならば,相 互に補完 しあう体制を構築すべ きで,そ のための組

織的な体制や情報システムの内容を,対 観光客 ・対消費者 ・対生産者の視点

から考えることが重要となる。この際,情 報システムが担 う機能は情報の受

発信のみならず,情 報操作による便益の誘導を意図的に行えるようにするこ

とが必要である。

お わ り に

21世 紀に入 り,わ が国はさらなる高齢化時代 を向かえるが,余 暇形態はどの

ように変化するであろうか。欧米型の長期滞在型旅行が主流 となるであろうか。

わが国の気候風土や国民気質か ら長期滞在型旅行に移行することはない とする

意見 もあるが16),主 流 とはな り得ないか もしれないが,増 加するであろう。

現在の観光計画,と りわけ過疎地域において決定的に欠如 しているのが,観 光

ニーズに対するリサーチ,つ まり観光需要調査である。明らかに,観 光旅行は

団体旅行から個人旅行へ と移行 しつつある。これは,個 人の好みに合った多様

な余暇スタイルを実現 しようとする姿勢の現れであ り,個 人の嗜好に適合する

観光地を選択する行動形態である。観光客の受け入れ側にとっては,特 定の嗜

好 を持つ人々に的を絞った観光事業の戦略をとることが顧客確保に繋がるであ

ろう。そのためには,地 域の産業基盤 と地域資源 を資本 としてどのような特性

をもつ観光事業が展開可能であるかを吟味するとともに,観 光事業のマーケテ

ィング ・リサーチが必要不可欠である。その情報は,現 状の来訪者 も持 ってい

るため,地 域で来訪者に接する機会を持つ人々から情報収集することも可能で

あ り,こ れも観光情報システムの要素 として考慮することも必要である。

観光振興は産業振興であり,そ の究極的な目的は地域住民の福祉の向上,生

活質の向上である。本稿では,小 樽 ・ニセコ ・積丹 とい う言葉 に代表 される北

16)前 田 豪 『観 光 ・リ ゾ ー ト計 画 論 』 綜 合 ユ ニ コム,1992年,117-125頁 参 照
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海道後志地域の産業立地特性 を例にしたが,こ こで見 られた地域の主要な産業

基盤が第一次産業であることは,北 海道全体や道内の他地域 にも当てはまるこ

とである。産業連関表の部門別生産額から算出した特化係数でも,北 海道にお

いて特化 している産業は第一次産業 と第三次産業で多 く見 られ,第 二次産業で

はほとんど見 られない17)。第一次産業の生産物や産業自体が持つ公益的機能

を活かした観光振興が産業振興 にもなる。エコツーリズムやグリーンツーリズ

ムという考え方 も現れてお り,地 域の環境資源や第一次産業の有効利用が観光

に活かせ る機会が増えている。
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